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行政政策関係者を中心にして，研究員集会を開催してきた。2015 年 11 月 3 日に広島大学・学
士会館にて 43 回目が開催された。本報告はその内容をまとめたものである。今年のテーマは，
「大学の統合・連携とガバナンス：地方分散，適正規模，機能分化の在り方を巡って」である。
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新しいところは小林さんが最近やられているので，今年出ました Adrian Curaj らの Mergers 















































































































競争だけではなくて，だんだん連携による大学間の質向上というのが 2000 年代，10 年辺り
から本格化してきたというふうに理解はできます。問題は，しかし組織をつくるというのは何







いろいろ論評があるので，面白いですよね。これ 10 年くらい経済学者が研究している。10 年
くらいまでは，失われた 10 年の研究をして「なぜ 10 年，失われたか」そのあと失われたもの













五分の一程度です。GDP で言いますと，アメリカは 1.25％，フランス 1.51％，ドイツ 1.34％，
日本は 0.3%と低い。それが生産性が上がらない一つの要因と指摘されている。もう一つは非正
規雇用の拡大，これが OJT を促進しない一つの理由になっている。労働者の訓練も資質が下が

















































問題になったのは 2013 年，2 年前に元岩手県知事の増田寛也氏が『中央公論』で「極点社会





壊するという危険性を指摘された。2014 年 5 月に日本創成会議・人口減少問題検討分科会報告
「成長を続ける 21 世紀のために「ストップ少子化・地方元気戦略」」（増田レポート）が出て，




年くらいにはもう 4 割に行くという話ですね。それで現在は労働力人口が 65 歳以上の高齢者
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ころはマイナス 15％で，30％の幅がありました。それが縮小して 1995 年かな，1995 年には
プラス 10％，マイナス 10％で全体的な格差が縮小したというのが分かると思います。 






















それで 2013 年度から文科省は「地（知）の拠点整備事業」（いわゆる COC）を進めていま










実際に COC と COC＋の申請書をザッと見ました。COC＋の場合，国立では参画大学が 48，
申請は 37，半分以上が関係しています。公立大学では 47 大学がこれに参画していますが，自


































































ここの二重丸はさすがに 10 年前の研究成果だけでは申し訳ないので，2015 年に出たこの



































































 というふうに統合の問題を整理して書いておりましたが，マーティンとサミエルズが 10 年
ほど前に書いた“We were wrong”という面白い論文を見つけました。このサミエルズとマー
ティンの Merging Colleges for Mutual Growth という本は，喜多村先生が日本で初めて統合に
ついて紹介された最初の本なのです。彼らはその中で総合のさまざまなパターンと類型化をし
ました。彼らは 2002 年の“We were wrong”で，1995 年に本を出して，その本も増刷されて
喜び，そこに書いてあることは今でも信じているけれども，実際にはほとんど統合は起こらな
かった。統計では毎年 6～8 件の統合があるだけだと反省しています。アメリカの大学は大体
4,700 ありますから 0.17％ですね。日本の高等教育機関は 1,213 で，毎年 2 件程度あればアメ
リカ並みの統合が進んでいるということになります。統合というのは大事だと言いながら結局，
統合は起きなかったので，私たちは間違っていたと，私たちはもっと深く掘り下げねばならな























 さて，ヨーロピアン・ユニバーシティ・アソシエーション（European University Association）






























   1          5   6 
ベルギー・フラ
ンス語圏 
         2  2     4 
ドイツ    1  1    1    1   4 
デンマーク       2 5     1    8 
エストニア 1 1 1   3 2  1  1   1   11 
フィンランド         1  2   1   4 
フランス          1   2 1 8 4 16 
クロアチア   1 1   1          3 
ハンガリー         1 1   1    3 
アイルランド            1  1   2 
アイスランド         1        1 
イタリア               1  1 
リトアニア           1      1 
ラトビア     1      1  1    3 
ノルウェー          1  1  1 2  5 
ポーランド  1   1     1       3 
ポルトガル              1   1 
スウェーデン         1  1 1  1 1  5 
スロバキア      1           1 
連合王国   1  1   2   1 2 2  2  11 
計 1 2 3 3 3 5 5 7 5 7 7 7 7 13 13 4 92 
（出典）Table 1 Number of merger cases per system 2000-2015, “DEFINE Thematic Report 2: 


















































第 4 に，2000 年代後半になってから明確に出てきたパタンがあります。大学問題を国家政策
− 15 −
の主要なイシューとして位置づけた結果として現れる大学統合です。幾つかの国で政治家が言
い始めたのですが，世界の大学ランキングのトップ 100 に 10 大学入れる，といったような話
が国家政策として言われるようになってきた。たしか，プーチン大統領がそんな話をしていた
と思いますし，サルコジ大統領だったかシラク大統領だったか，記憶が曖昧ですが，フランス
ではトップ 100 に 10 大学を入れるのだという話を大統領がしていました。どこかで聞いたよ
うな話ですが，それで大学の統合が動き出したということもあります。こういう中で，大学統












































































































































































私が訪問したのは，設立後 1 年後くらいだったので，規模は IMEC と比べるとまだかなり小さ





































 改革の契機の一つは 2004 年に発表された OECD の国別のレビューで，デンマークは大学も
ユニバーシティカレッジも細かく分かれ過ぎている，たくさんあり過ぎると指摘されたことで
す。担当している省庁も，大学とユニバーシティカレッジでは別で，非常に複雑でした。そこ
で 2007 年頃に政府は，12 大学を 6 大学に統合することを目標としたわけです。ただし，促進
するための法律は作るけれども，統合に関する決定は各大学の自主性に任せるという方針で統
合を進めました。結局，合併を選ばなかった大学もあったため，8 大学になりました。ユニバ
ーシティカレッジも 22 あったものを地域別の 8 に集約するという方針で統合しました。 
− 21 −



















タイプ 新大学名等 備考 
地域内での統合 
University of East Finland 2大学が2010年に合同 
（Central Finland 
University） 
Univ of Jyväskylä, Univ of Tampere, Tampere Univ 
of Techの合同が期待されたが，2008年に戦略的ア
ライアンスを締結するにとどまる。Tampere Univ of 
Techは 2010年財団立に移行。 










Federation of Universities 
of Applied Sciences 
Häme Univ of Applied Sciences(UAS), Lahti UAS, 












（East Finland）とユニバーシティ・オブ・トゥルク（University of Turku）という大学が誕
生しています。フィンランド中部の地方では，セントラル・フィンランド・ユニバーシティ
（Central Finland University）を作ると昔から言って，2008 年にはアライアンスを結びまし







































フランスの大学から，世界トップ 100 大学に 10 大学入れるというようなことを言い始めたわ
けです。そういうこともあってシラク政権の末期くらいから，フランスの大学の国際的な強化
のために，大学の連合化のようなことを進めようという政策が始まります。 
 2006 年の研究計画法に基づいて PRES（pôles de recherche et d’enseignement supérieur: 
研究・高等教育拠点）というものが設置されます。PRES というのは，大学を含んでグランド


















ナンシーにある理工大学（Institute national politechnique de Lorraine: INPL）と理系のナン









2012 年にオランド政権が誕生してから，PRES の見直しが始まります。結果的には PRES
を廃止して COMUE（Communauté d‘universités et établissements）という仕組を作ります。




この 2013 年 7 月に成立した「高等教育・研究法」という法律は，従来の複雑化した仕組を整
理しなおしたようなものですが，その中で機関間協力・連携のあり方や合併のルールに関して
も法律上明確に規定されました。合併のルールは今回は触れませんが，機関間協力・連携に関





























には，Kalmar 大学と Växjö 大学が合併して Linnaeus 大学が生まれました。2013 年には








統合です。マンチェスター大学（University of Manchester）が一例です。2004 年に University 





















っていて，どこかの大学から学位を授与してもらう機関を Listed bodies と言います。英国の高
等教育を担当する BIS（ビジネスイノベーション技能省）が，その一覧を公表しています。一













院を統合し始めます。1988 年に St Mary's Hospital Medical School を併合して，大学の名称
を Imperial College of Science, Technology & Medicine に変更します。1995 年には National 
Heart and Lung Institute を併合し，1997 年にはロンドン西部のいくつかの Medical School





















れも validation であり，affiliation であることには違いなく，イギリスの大学制度の延長上で
展開されていることなのです。「日本でもロンドン大学の学位が取れます」と宣伝するような会
社とか大学も出てくるわけです。このような形態を，きれいに言えば，海外キャンパスという






















ークシャーの紋章のモチーフです。薔薇戦争のバラです。この 3 大学が 1997 年からコンソー
シアムを作っていて，さまざまな共同研究の事業，最近では博士の共同育成などをしています。
















（Engineering and Physical Sciences）カウンシルの場合は，初期は連携型が少なかったので
すが，最近は連携型が増えてきて 192 のうち 78 に達しています。上から 3 番目の社会科学で





表３．リサーチカウンシルによるDoctoral Training Centre（DTC）支援と大学間連携によるDTC 
リサーチカウンシル名/プログラム名 採択数 うち 
連携型
大学間連携による DTC の例 
Arts and Humanities Research Council (AHRC)/
Doctoral Training Partnerships 11 9 
Northumbria Univ + Univ of 
Sunderland 
Arts and Humanities Research Council (AHRC)/
Centres for Doctoral Training 7 7 
London Doctoral Design 
Consortium 
Economic and Social Research Council (ESRC)/ 
Doctoral Training Centres (DTCs) 21 8 
Wales Consortium 
White Rose Consortium 
Engineering and Physical Sciences Research 
Council (EPSRC)/ 
Centres for Doctoral Training (CDTs) 
Industrial Doctorate Centres (IDCs) 
192 78  
Biotechnology and Biological Sciences Research 
Council (BBSRC)/ 
Doctoral Training Partnerships (DTP) 
12 9 
South West Biosciences 
DTP 
White Rose Consortium 
Natural Environment Research Council 
(NERC)/ 
Centres for Doctoral Training (CDT) 
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大場 淳  
（広島大学）  
 






 講演は，欧州大学協会（European University Association: EUA）の大学統合（university 
mergers）に関する DEFINE プロジェクト報告書（以下「DEFINE 報告書」，小林報告注 3）
取り上げ，2007 年を境に高等教育機関の統合が増えてきていることを紹介することから始ま



















































































1)  フランスにおいてランキングが影響を与えたことを Sursock（2015）が伝えている。 
2)  資金調達に関連して Georghiou & Cassingena Harper（2015）は，一定期間の政府の相当
額の財政負担が必要であることを強調する。 
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M & A を含むかどうかについては議論の余地があるところですが，本報告では含むものとして
おきます。それらは後の議論では組織間調整メカニズムとして取り上げられることになります。






















































































































































役割 ④初期における経験 ⑤組織間の交渉力 ⑥学習意図 ⑦吸収能力です。 
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 連携・連合を通じた大学の新たな形態を考える 




















































































































展開されてきた。特に，2015 年度に第 2 期中期計画期間が終了することを受けた，「第 3 期中
期計画・ 中期目標」の作成に向けて，文部科学省によって，「今後の国立大学の機能強化に向
















「平成 25 年度に係る業務実績の評価結果」（2014. 11. 5），「第 3 期中期目標・中期計画の素案













 研究科名 構成大学 設置年度 
1 東京農工大学 連合農学研究科 茨城・宇都宮 1985 
2 愛媛大学 連合農学研究科 香川・高知 1985 
3 鹿児島大学 連合農学研究科 佐賀・宮崎・琉球 1988 
4 鳥取大学 連合農学研究科 山口 1989 
5 岩手大学 連合農学研究科 帯広畜産・弘前・山形 1990 
6 岐阜大学 連合獣医学研究 帯広畜産・岩手・東京農工 1990 
7 山口大学 連合獣医学研究科 鳥取・宮崎・鹿児島 1990 
8 岐阜大学 連合農学研究科 静岡・信州 1991 
9 東京学芸大学 連合学校教育学研究科 埼玉・千葉・横浜国立 1996 
10 兵庫教育大学 連合学校教育学研究科 上越教育・岡山・鳴門教育 1996 
11 香川大学・愛媛大学連合法務研究科 － 2004 （ 2015
募集停止） 
12 京都教育大学 連合教職実践研究科 京都産業・京都女子・同志社・同志
社女子・佛教・立命館・龍谷 
2008 
13 大阪大学 連合小児発達学研究科 金沢・浜松医科・千葉・福井 2009 













 表2 国立大学の連合大学院の設置状況（予定含む） 
 名称 設置年度 
1 東京農工大学・早稲田大学 大学院 共同先進健康科学専攻 2010 
2 帯広畜産大学・北海道大学 共同獣医学課程 2012 
3 岩手大学・東京農工大学 共同獣医学科 2012 
4 鹿児島大学・山口大学 共同獣医学部 2012 
5 愛知教育大学・静岡大学 大学院 共同教科開発学専攻 2012 
6 秋田大学・秋田県立大学 大学院 共同ライフサイクルデザイン工学専攻 2012 
7 岐阜大学・鳥取大学 共同獣医学科 2013 







11 お茶の水女子大学・奈良女子大学 大学院 生活工学共同専攻 2016(予定) 
12 千葉大学・金沢大学・長崎大学 大学院 先進予防医学共同専攻 2016(予定) 
13 福島県立医科大学・長崎大学 大学院 共同大学院災害・被ばく医療科学共同専攻 2016(予定) 
 
３）「平成25年度に係る業務実績の評価結果」からみる大学間連携の現状 

















































































































































究拠点，教育関係共同利用拠点の六つである。調査は平成 25 年 10 月から 12 月の間に実施さ




 配布数 回収数 回収率 
学長 86 82 95.3% 













るなら，「連携を有効と考えている学長は任意の質問項目 A に関して『１. あまり当てはまら
ない』と回答し，かつ別の質問項目 B には『４. よく当てはまる』と回答する傾向がある」と
いった，目的変数の任意の水準を成り立たせる諸条件を探索的に検討することが可能である。 
決定木分析では，クロス表の分析に用いた変数に加え，属性変数（教員数，学生数（学士，
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































朝日新聞出版（2013）『大学ランキング 2014』。  
羽田貴史（2014）「第 1章 大学の連携・統合をめぐる諸問題」国立大学協会政策研究所編『国
立大学の多様な大学間連携に関する調査研究報告書』。  




























 まず，背景からご説明したいと思います。よく言われていることですが，今後 18 歳人口が
さらに減少します。この先 10 年ほどは，120 万人前後で推移して，大きく状況は変わりません
が，2021 年頃から減少が始まり，約 10 年間後に，110 万人を切ることが分かっています。た
だし，そのインパクトは，地域によって，大学によって異なります。18 歳人口の減少が，私学
の定員充足率に与える影響をみるために，別のところでシミュレーションを行いました（両角，
2016a,2016b）。結果のみ口頭でご紹介しますと，2015 年の定員充足率を 100 とした場合に，
2026 年の値が北海道・東北 75 パーセント，北関東 79 パーセント，南関東 98 パーセント，甲
信越 69 パーセント，北陸 75 パーセント，東海 90 パーセント，近畿 87 パーセント，中国 88



































































1994 1 1 2





2000 2 2 4
2001 0




2006 1 3 4
2007 2 2
2008 2 3 2 7
2009 1 3 1 1 6
2010 3 1 4
2011 1 1 1 3
2012 1 1
2013 2 4 6





1995 年 南山大学＋聖霊短期大学 
2002 年 大阪国際大学＋大阪国際女子大学 
2003 年 東北文化学園大学＋アレン国際短期大学 
2008 年 慶応義塾大学＋共立薬科大学 
第一薬科大学＋日本薬科大学＋近畿医療福祉大学 
2009 年 関西学院大学＋聖和大学 
2011 年 上智大学＋聖母大学 
2015 年 広島修道大学＋鈴峯女子短大 





岐阜経済大学と大垣女子短期大学が 2017 年 4 月からの法人合併をめざして協議を始めたとい































































































 地方自治体が学園の敷地の提供や補助金を出して地元に私立大学を誘致。約 130 校が
誕生，1985 年以降の新設の 40％を占める。 





 1992 年以降，8 校誕生し，そのうち，5 校が公立大学法人化（2009 年高知工科大学，


















































































































いた 13 （団体名，高等教育機関以外の加盟団体数） 
 

































































































































学経営の新展開」（2015 年 4 月 21 日資料）。 
土田健次郎（2008）「中高系列化の意味と課題」『大学時報』。 


































































































































大膳 司  
（広島大学）  
 



































現職：千葉大学 普遍教育センター 准教授 







































響」東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策コース『大学経営政策研究』2011 年 3 月，第
1 号，21-38 頁，「大学教員の意思決定参加に対する現状と将来像」『大学論集』2014 年 3 月，























































































































































































































































































































藤村 正司  
（広島大学） 
 

















































た白川・立石氏の報告によれば，連合大学院は 14 件（1990～），共同教育課程 13 件（2012～），






































































会場：広島大学 学士会館２階 レセプションホール 
 
11 月 3 日（火） 
12：30～ 受 付  
13：00～13：20 開 会  
 副学長挨拶 坂越 正樹（広島大学理事・副学長（教育・平和担当）） 
 ｾﾝﾀｰ長挨拶・ 
趣旨説明 丸山 文裕（広島大学高等教育研究開発センター長） 
セッション１ －基調講演－  
 司 会 夏目 達也（名古屋大学） 
        大場 淳（広島大学） 
13：20～14：10 基調講演１ 目指すべき機能の分化・強化と大学の適正な規模・範
囲・形態を考える 
  羽田 貴史（東北大学） 
14：10～15：00 基調講演２ 大学の多様な形態：連携統合に関する国内外の取り組
みから 
  小林 信一（国立国会図書館） 
15：00～15：15 休 憩  
セッション２ －論点提起－ 大学の多様な形態から「適正」を論じる： 
連携統合を事例として 
  司 会 渡部 芳栄（岩手県立大学）        大膳 司（広島大学） 
15：15～15：50 論点提起１ 組織の多様な在り方に関する論点提起：組織間関係・連
携論からのアプローチ 
  山倉 健嗣（横浜国立大学） 
15：50～16：25 論点提起２ 連携・統合を通じた大学の新たな形態を考える：国立
大学の実際 
  白川 優治（千葉大学） 
  立石 慎治（国立教育政策研究所） 
− 109 −
16：25～17：00 論点提起３ 私立大学の連携統合 
  両角 亜希子（東京大学） 
17：00～17：10 休 憩  
セッション３ －コメントとディスカッション－ 
  司 会 山本 眞一（桜美林大学）        藤村 正司（広島大学） 
17：10～17：30 コメント 石橋 晶（文部科学省高等教育局） 
17：30～18：30 ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ  









羽田　貴史 （東北大学） 小林　信一 (国立国会図書館）
（報告者・司会者・コメンテーター）
夏目　達也 （名古屋大学） 渡部　芳栄 （岩手県立大学）
山倉　健嗣 （横浜国立大学） 白川　優治 （千葉大学）
立石　慎治 （国立教育政策研究所） 両角　亜希子 （東京大学）
山本　眞一 （桜美林大学） 石橋　晶 （文部科学省高等教育局）
（参加者）
安部　有紀子 （大阪大学） 中山　 実 （東京工業大学）
伊藤　彰浩 （名古屋大学） 二宮　皓 （比治山大学）
大森　正信 （広島大学） 二宮　祐 （日本工業大学） 
加野　芳正 （香川大学） 原田　健太郎 （島根大学）
川島　啓二 （九州大学） 久野　吉光 （日本ショトーカ研究所）
齊藤　貴浩 （大阪大学） 廣内 大輔 （岐阜大学） 
堺　完 （日本私立学校振興・  共済事業団私学経営情報センター） 堀田　泰司 （広島大学）
坂詰　貴司 （学校法人芝学園） 松下　尚史 （岡山理科大学）
佐藤　直由 （東北文化学園大学） 丸山　恭司 （広島大学）　
新谷　康浩 （横浜国立大学） 南　浩司 （日本私立学校振興・ 共済事業団私学経営情報センター）
妹尾　渉 （国立教育政策研究所） 茂里  一紘 （海上技術研究所）　













This report is a summary of the 43rd study seminar of Research Institute for Higher 
Education, Hiroshima University which was held in November 3, 2015 at 
Higashi-Hiroshima campus. The theme of the year was “Integration of Universities and 
Their Governance” in which the location, size and functions of universities were 
examined. The last two decades the Ministry of Education tried to integrate some national 
universities into smaller number institutions which were aiming at achieving efficiency of 
management and financing and strengthening the activities of research and education. But 
unfortunately their positive consequences have not been clearly shown yet.  
This seminar tries to examine Ministry’s policy of integration and reveal their effects. 
The first inaugural lecture examined the diversification and strengthening of university 
functions in Japan. The second lecture showed the study results of some cases of 
university integration in the United States and European countries. Then three researchers 
discussed some issues on integration of universities: the first examined from the view of 
organization theory of industries; the second from the case of national or public 
universities; the final from the case of private universities. Finally the comments were 
made by policy maker who is in charge of policy implementation of universities from 
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